
幼児・児童のポータブル・ナヴィゲーションシステム

利用による経路移動の可能性についての検討�
―認知発達に関するこれまでの評価と利用可能性の検討に向けた意識調査―

森 田 健 宏

１．はじめに

１―１．問題の所在

現代社会の生活において情報機器の普及や高度利用は急速に進んでおり、その中で利用対象

が低年齢層にも広がりを見せている。例えば、乳幼児期のメディア利用に関する代表的な研究

対象といえば、テレビやビデオがあげられるが、最近の研究では、菅原（２００３）の調査による

と、テレビの視聴開始年齢の平均は、生後３．１３か月、ビデオは生後３．８２か月というように、か

なり早い時期からのメディア接触が見られることが明らかになっている。また、森田（２００４a）

は、０～２歳の子どもを対象に、家庭にある様々なメディアの利用について追跡的な調査を行

ったところ、１歳０か月頃からリモコンを使ってテレビやビデオの一部機能を自発的に操作可

能であったことや、テレビやビデオに加え、携帯電話やパソコンについても０歳１０ヶ月頃から

家族が利用している様子を真似るなど、様々なメディアへの接触事例があることを確認してい

る。その他、NHK放送文化研究所（２００６）における「子どもに良い放送プロジェクト」のパ

イロット調査報告書や、ベネッセ教育研究開発センター（２００６）の「幼児の生活アンケート報

告書」などでも、最近の乳幼児とメディア接触に関する様々な報告がみられる。ただし、利用

の意義やあり方に関する意見は多様であり、保育学や小児医科学からの慎重論や、科学教育、

早期教育研究における積極論など賛否各論が多方面から挙げられているが、今後、実証的研究

の蓄積を通じて利用可能性と限界についての見解が示されるよう、さらなる検討が必要である

と思われる。

一方、近年、低年齢児が被害者となる犯罪が多発しており、警察庁（２００７）の「平成１８年度

警察白書」によると、平成１４年度以降、少年が被害者となる事件については、件数自体は微減

しながらも、その内容は凶悪化していると言われている。また、交通網の著しい発達によって、

子ども達の交通手段や行動範囲が広がると共に、これに伴うトラブルも多発していることも報

告されている。このような低年齢児が対象となる事件については、原則として、親など、大人

が保護することが求められているのであるが、多様な現代の生活環境において、今後、子ども

自身に自衛的な防犯・安全教育を施すことも必要であると思われ、そこに教育工学の新たな、
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具体的な貢献が可能であると考えている。例えば、最近、防犯対策として、子どもに携帯電話

を持たせるケースが多く見られるようになり、中でもGPSによる位置情報発信機能付き携帯電

話が子ども向け商品として注目を集めている。ところが、この利用形態について考えてみると、

“子ども向け”と称しながらも、実際のユーザは子どもではないことがわかる。すなわち、ト

ラブル発生時に何らかの発信をするのは確かに当事者の子どもであるが、そのデータを基に実

際に対処するのは保護者または学校、警察などとなり、ユーザの中心は結局大人となる。その

ため、このような子ども向け携帯電話は少なくとも子ども自身が防犯・安全対策として利用で

きるためのものではない。あるとすれば、一部の機種に付加されている防犯ブザー程度である。

この例に示されるように、実のところ、子どもを積極的にユーザとして捉えた防犯・安全対策

機器はあまりなく、また、危機発生時を想定した子どもの反応や対処行動についての基礎的研

究についても行われていないのが現状である。そこで、今後、前述のような用途を考えるので

あれば、子どもをユーザとして捉えた防犯・安全対策機器に対する利用可能性を探っておく必

要があると思われる。

その具体的な利用スタイルの１つとして、これまでに、子どもがポータブル・ナヴィゲーシ

ョンシステムを利用して経路確認および行動ができるための基礎的あるいは開発的研究を進め

ている（森田，２００４a，２００４b，２００５）。そこで、このような研究を進めるにあたっては、大人の

視点に基づく試作モデルを子どもに提示し、どう利用するかを検討する以前に、まず、子ども

の認知発達をもとに利用可能性について考える必要があると思われる。

１―２．子どもの空間認知に関する基礎的知見と利用可能性

例えば、子どもがポータブル・ナヴィゲーションシステムを利用するには、当然ながら、端

末画面から地図や各種メッセージを理解することが必要になるが、これは、空間認知、視点変

換、記号理解など、様々な知的能力の集積により可能となるものである。

このうち、まず、空間認知に関する基礎的研究については、空間の対象化水準の研究の中で、

幼児期から児童期にかけて著しい発達的変化が見られるということが、いくつかの実験により

明らかにされている。例えば、谷（１９８０）によると、小学生に地図を描かせるという課題を提

示し、その空間表象について調べたところ、小学３年生頃を境に、ルートマップ型からサーヴ

ェイマップ型に置き換わるという結果を明らかにしている。また、Hart, R.A. & Berzok, M.

（１９８２）は、空間認知のタイプとして、自分自身をランドマークとして用い、身体運動によっ

て空間内の対象を定位する「自己中心的参照系」、環境内の固定要素を手がかりにして部分的

な空間関係の理解が可能になる「固定的参照系」、座標系を割り当てて空間を全体的かつ包括

的に捉えることができる「抽象的参照系」の３つがあることを示している。これらの研究知見

と照合して考えると、空間認知の発達の１つとして参照系による変化があるものと捉えること

ができる。ただし、これらが移行的に変化すると考えるよりは、重層的に認知能力として蓄積
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され、利用可能性が広がっていくものと捉えるべきであると思われる。その他、地図と現実空

間との比較の際、方位が不一致であれば理解が困難になるという「アライメント効果（Alignment

effect）」についての一連の研究知見（例：松井，１９９２）なども関連する問題であると思われる。

以上のことから、空間理解については周辺情報の影響を大きく受けることや、視点位置が上昇

すると高度な理解となることが基礎研究における一般的な見解として示されている。ただし、

空間規模や情報のモダリティなど、影響する要因が多くあることも知られており（山本，１９９５）、

実際にナヴィゲーション映像をどのように表現するかについては、今後、探索的に検討する必

要がある。

一方、映像認知における視点に関する研究については、森田（１９９７）が、第１人称的映像で

ある「自己視点映像」と傍観的映像である「他者視点映像」とのちがいを比較検討することを

目的に、ウォークスルー形式で表現された実験用映像を幼児に視聴させたところ、ランドマー

ク自体の記憶は自己視点映像が理解しやすいが、移動ルートの記憶については他者視点映像の

方が理解しやすいことを既に明らかにしている。また、森田（１９９８）では、経路情報の冗長な

部分を省略した場合（継時カット）、大人とは異なり、連続性による文脈的理解を損なうこと

により記憶成績が低下してしまうことを明らかにしている。さらに、上記の実験に対し鳥瞰的

視点の要素を加えた場合、５歳児であれば全員が移動ルートを再現できることなども確認され

ている。ただし、上記の実験は、いずれも幼児期の記憶スパンを考慮して６部屋構成の空間移

動という課題に限られた結果であるため、他要因を含めてさらなる検討が必要ではあるが、こ

のような視点比較による知見もナヴィゲーション映像の理解に適用できるものと思われる。

以上、認知科学などの様々な研究成果をふまえ、子どもの認知能力の発達を考慮しておかな

ければ、高度な機器であっても利用できないことは容易に想像できる。しかし、ユーザである

子どもに最適化されたデザイン、機能などを改良点として加えることにより、これまでの認知

発達の基礎的研究において想定された利用可能年齢とは異なる、いわば発達の加速化現象が見

られることも考えられる。例えば、子安・菊池（１９９４）はコンピュータ・グラフィックスによ

る表現の発展により空間認知の発達に関する知見に進展が見られる可能性を指摘している。ま

た、最近では、ユニバーサルデザインやグラフィックシンボルの研究も急速に進んでおり、こ

れらを通じて多様な年齢からの理解が可能となるように検討されている。このように、メディ

ア側からのアプローチによる低年齢児における認知発達促進の可能性についても考慮すべきで

あると思われる。

１―３．安全・防犯教育の推進と利用可能性について

一方、安全・防犯教育については、近年、低年齢児が被害対象となる凶悪な犯罪や事故等が

顕著に見られることをふまえ、文部科学省（２００７）は「学校の危機管理マニュアル―子どもを

犯罪から守るために―」を作成し、現在、全国の学校や教育委員会、警察署などへ幅広く頒布
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している。さらに、これをもとにした各学校における危機管理体制の整備も推進されている。

その具体的な取り組み例として、幼稚園、小学校などでは「通学路安全マップ」を授業等を通

して作成することが推奨されている。小宮（２００８）によると、これは犯罪学における「犯罪機

会論」の立場に基づく実践例で、物理的に犯罪が発生しそうな場所を想定し、排除的な行動を

とることにより、犯罪を未然に防ぐものであるという。具体的には、グループ学習を通じて子

ども達自身に通学路における「入りやすい場所」「見えにくい場所」を検討してもらい、それ

を地図の中に描き込んでいくという内容である。このように、日頃からの防犯・安全教育の実

践でも地図を中心とした活動が見られる。ただし、文部科学省（２００７）は低学年を対象とした

防犯教材は作り分けており、その中で実際に通学路を保護者と共に歩くことにより危険場所を

確認するよう求めている。この理由については、年齢に応じた指導への配慮であると思われる

が、地図のように視点高度の高い情報による空間理解が低年齢児には困難であるという基礎的

知見に基づくものも含まれていると考えられる。

以上のような取り組みは、平常時における防犯教育としては確かに有効であるが、当然なが

ら犯罪の発生可能性を全て想定できることはないため、今後、実際の危機発生時における対処

法についても検討を加える必要があると思われる。事実、前述の「学校の危機管理マニュアル

―子どもを犯罪から守るために―」でも、危機発生時に親や教師が取るべき行動については、

様々な方策が示されているが、子どもへの指導内容については明確にされていない。すなわち、

実際に目の前に犯罪者がいればどう対応するのか、付近に不審者がいたらどう行動するのか、

万一知らない場所に連れて行かれてしまったらどう対処するのかなどについては具体的に示さ

れていないのである。そこで、一例として、子どもに危機発生時対応のプログラムを含めたポ

ータブル・ナヴィゲーションシステムを所持させることにより、適時に具体的な対処方法など

を判断させることができると考えられる。実際、教育工学の分野でも、小池・中谷・厚井（２００７）

は、小学校内に不審者が発生した場合に、校内に配置されるシグナル機器により避難誘導を可

能とするシステムや、北神（２００６）などにより動画形式の視覚シンボルの試作と認識容易性に

ついての調査研究なども進められており、これらの技術成果を集積して低年齢児にも利用可能

なポータブル・ナヴィゲーションシステムを開発し、利用に向けて検討する価値はあると考え

られる。

１―４．本研究の目的

上記の様々な知見をふまえ、現在、幼児・児童にも利用が可能なポータブル・ナヴィゲーシ

ョンシステムについての検討を続けている。しかし、この実現のためには、技術開発を目指す

一方で、ユーザが利用について関心をもつ可能性を探っておく必要がある。そこで本研究では、

これから教育職を目指す学生を対象に、幼児、児童のポータブル・ナヴィゲーションシステム

の利用に関する意識調査を行い、現代の子ども達の認知発達への認識について確認するととも
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に、利用可能性の拡大に向けてソフトウェアに関連する情報を集積することを目的としている。

なお、調査対象を現職教員でなく教育職を目指す学生にしたことについては、�教育現場の

実情に左右されない中立的な立場であること、�理論中心の学習を進めている段階で、子ども

の総合的な発達理解について柔軟性があること、�世代的観点から既に様々なメディアに囲ま

れて育ってきており、コンピュータ不安をはじめ特別な違和感を持つことなく本問題について

考えられること、などを主な理由としている。このうち、特に�については、コンピュータが

教育現場に導入されるようになった１９８０年代を中心に、教師についてコンピュータ不安を呈す

る現象が多く見られるようになり、その不安要因と対策について検討されてきた経緯がある（平

田，１９９０）。よって、新しいメディアの教育導入に対してステレオタイプ的に否定的見解を示

す対象が多いことも知られており（森田，２００２）、メディアの教育利用に関する調査研究につ

いては、調査対象の世代を考慮する必要が大きいことを示しておきたい。

２．方 法

調査時期：平成１９年７月１日～１４日

調査対象：教員養成系大学２回生１８２名

材 料：調査用紙１枚 調査項目等については、それぞれ結果データに併記している。な

お、評定法による回答は全て４段階で、数値が大きいほど設問への支持が高いことを意味する。

手 続 き：調査は集団で行った。はじめに、調査の趣旨を説明し、特に、個人の志向性を検

討する目的ではないこと、回答したくない場合はその時点で提出しても構わないことなどを伝

え、各自の同意を得た上で調査用紙を配布した。自由速度法により回答を求め、回答時間はお

よそ１０分であった。

３．結果と考察

３―１．調査対象者の属性と基本統計量

はじめに調査対象者の属性などを確認するために、以下に示す３つの質問を行っている。こ

れは、個人の志向性が回答内容に影響する可能性を考慮するためである。各質問項目とそれに

対する回答の結果を図１～図３に示す。さらに、質問１・２をもとにしたクロス集計表を表１

に示す。
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質問１ 車条件

地 図 ナヴィ 使用せず

質問２

歩行条件

地 図 ３．８５ ３１．３２ ０．５５

ナ ヴ ィ ６．０４ ３９．０１ ０．５５

使用せず ９．８９ １３．７４ ０．５５

表１ 質問１・２についてのクロス集計表（％）

上記の結果より、ナヴィゲーションシステムの利用については、〈質問１〉車を運転する場

合が８４％と圧倒的に多いことがわかる。この結果は、現代の自動車装備におけるナヴィゲーシ

ョンシステムの普及が進んでいる状況から、ある程度、想定範囲内結果であると思われるが、〈質

問２〉歩いている場合でも４５％と、他の手法と比較して最も多いことがわかる。このことから、

現在の携帯電話の普及並びに高度利用が若い世代にかなり浸透していることが伺える。また、

質問３については、「とても得意」と「まあ得意」を合算すると６９％となる。この点について

は、今回の調査対象者の多くが女性であることを考えると、俗説として流布される知見（例：

A.Pease & B. Pease, 2002）とは大きく異なることがわかる。さらに、表１のクロス表を参照

すると、全体の８８．５％が何らかの形でナヴィゲーションシステムを利用することを支持してい

ることがわかる。これらの結果から、既に若い世代の多くにナヴィゲーションシステムは理解

されており、子どもに対する利用可能性について考えることができる素地があるものと考える

ことができる。

３―２．幼児・児童のポータブル・ナヴィゲーションシステムの利用の賛否と利用可能性の認識

次に、幼児および児童がポータブル・ナヴィゲーションシステムを利用することについて、

教員養成系大学生がどのような認識をもつものであるかを調査した結果を、以下の表２～４に

示す。

質問１ あなたがもし車を運転して

知らない場所に行くとすれば、どれ

を使いますか？

質問２ あなたが知らない町中を歩

いて移動するとすれば、どれを使い

ますか？

質問３ あなたは地図を見て行動す

るのは得意ですか？
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４ ３ ２ １

とても賛成 や や 賛 成 や や 反 対 とても反対

幼稚園５歳児 ２．８ １３．８ ６５．２ １８．８

小学２年生 ５．５ ４４．８ ４３．１ ６．６

小学５年生 １３．３ ５４．１ ２８．７ ３．９

４ ３ ２ １

絶対使える 多分使える 多 分 無 理 絶 対 無 理

幼稚園５歳児 ０ ２２．１ ５８．６ １９．３

小学２年生 １．１ ３０．４ ６６．３ ２．８

小学５年生 ４２．０ ５５．８ ２．８ ０

利用可能下限年齢

～４歳（幼稚園年少まで） ０．５

５～６歳（幼稚園年中長） １８．２

７～８歳（小学校低学年） １９．９

９～１２歳（小学校高学年） ５０．３

１３歳～ （中学生以降） １１．０

なお、いずれもデータは比率（％）で表している。

表２ 幼児・児童にポータブル・ナヴィゲーションシステムを所持させることへの賛否（％）

〈調査４〉「（子どもに）ポータブル・ナヴィゲーションシステムを所持させることに賛成

しますか？」

表３ 幼児・児童によるポータブル・ナヴィゲーションシステムの利用可能性の認識（％）

〈調査５〉「（子どもが）現状のポータブル・ナヴィゲーションシステムを利用できると思

いますか？」

表４ 幼児・児童がポータブル・ナヴィゲーションシステムを利用可能とする下限年齢の認識（％）

〈調査６〉「子どもが現状のポータブル・ナヴィゲーションシステムを利用可能なのは何歳

からでしょう？」

森田：幼児・児童のポータブル・ナヴィゲーションシステム利用による経路移動の可能性についての検討�
―認知発達に関するこれまでの評価と利用可能性の検討に向けた意識調査―
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調査対象者の日常利用条件

地 図 ナヴィ 使用せず

幼稚園５歳児 １０．８ ２２．９ ２０．６

小学２年生 ４７．７ ５１．８ ５０．０

小学５年生 ５６．９ ７３．５ ６１．８

調査対象者の日常利用条件

地 図 ナヴィ 使用せず

幼稚園５歳児 ２１．５ １９．３ ２９．４

小学２年生 ７２．３ ６２．７ ７６．５

小学５年生 ９８．５ ９６．４ ９７．１

以上の結果から、まず、所持させることの賛否については、対象年齢があがるほど賛成の比

率が高くなっていることがわかる。また、利用可能性についても、同様の傾向が示されている

が、それぞれ設定段階を２以下と３以上で分割して比較すると、小学校２年生と小学校５年生

との間で、支持する割合が逆転していることが伺える。また、利用可能下限年齢についても９

～１２歳が最も多く、平均利用可能年齢も９．２４歳（SD＝２．７２）となっている。これらの結果は、

Piaget & Inhelder（１９５６）以降、空間認知の発達に関する一連の先行研究に示されている段

階説に合致する世代でもあり、地図など視点高度が高い情報を理解することが難しいことが想

定されているものと思われる。ただし、賛否に関しては、子どもに情報機器を与えること自体

に嫌悪的な考えを示す群も想定され、必ずしも認知能力的側面から回答されているとは限らな

い。

そこでさらに、上記の様々な結果をもとに、調査対象者の属性を分類して回答の結果を探っ

てみたい。

３―３．調査対象者の属性による回答傾向の検討

まず、本研究は幼児・児童がポータブル・ナヴィゲーションシステムを利用することについ

て検討していることをふまえ、〈調査２〉の歩行時の利用を属性による分類条件とし、賛否及

び利用可能性の見解が異なるかを確認した。これらの分類を基にまとめた結果を表５・６に示

す。

表５ 利用条件ごとのナヴィ利用の賛成率（％） 表６ 利用条件ごとのナヴィ利用の可能性支持率（％）

上記の結果をもとに、角変換法（���������	 
）による二要因の分散分析を行った。その
結果、年齢および利用条件の主効果、交互作用の全てが有意であった（学年：��＝８１．６１，５
歳児＜小２＜小５，p＜．００１， 条件：��＝７．３５，地図＜なし＜ナヴィ，p＜．０５，交互作用：��
＝４３．６９，p＜．００１）。また、利用の可能性支持率については、学年の主効果がおよび交互作用

は有意であったが、利用条件の主効果については有意差がなかった。（学年：��＝２５９．８０，５
歳児＜小２＜小５，p＜．００１， 条件：��＝２．０７，n.s., 交互作用：��＝１３４．７９，p＜．００１）。
これらの結果から、まず、賛成率および利用可能性支持率ともに年齢の主効果が見られたこ

とより、当然ながら年齢が上であるほど有意に比率が高いことがわかる。ただし、表６の利用

―２２―

Shukugawa Gakuin College

NII-Electronic Library Service



※数値は各条件の回答人数を全体とした割合である。なお、複数回答も含んでいる。

地図
利用

ナヴィ
利 用

利用
なし

例

コ
ン
テ
ン
ツ

文 字 ３８．６ ３０．３ １４．３ ひらがな表記、文字大きさ、容易な言葉

絵・シンボル １２．３ １４．５ ２８．６ イラスト表示、目印、視認性、容易なマーク

音 声 機 能 １５．８ ７．９ ７．１ 音声ガイド、音声入力

表示システム ３．５ ６．６ ０ 検索の容易化、継時表示、ヘルプ対応型

キャラクター ３．５ ５．３ ３．６ キャラクター使用による親和性

ハ

ー

ド

操 作 部 ３３．３ ４３．４ ５３．６ ボタンの大きさ、操作の簡略化

表 示 部 １２．３ １３．２ １４．３ 画面の大きさ、カラー

通 信 機 能 １．８ １．３ ３．６ 電話、照会機能

セキュリティ ８．８ ９．２ １０．７ 誤操作防止、機能の限定、悪用防止

ハ ー ド 全 体 １５．８ １０．５ ０ 防水、頑健性、小型化、軽量化、デザイン

その他 価格、付加価値 ３．５ ２．６ ３．６ 価格、防犯ブザー付加

可能性については、小学２年生で６～７割と高い値を示していることから、既にこの年齢で十

分に利用可能であると認識されていることが伺える。一方、条件の主効果に関して、表５より

日常的に携帯ナヴィゲーションシステムを利用している調査対象者は、他の群よりも賛成率が

高いことがわかる。このことは実際に利用している者が利用経験から寛容に捉えられているこ

とが伺える。ところが、現状のポータブル・ナヴィゲーションシステムの利用可能性について

は、日常的に携帯ナヴィゲーションシステムを利用している調査対象者が、他の群よりも支持

率が低い結果となっている。このことから、日常的に携帯ナヴィゲーションシステムを利用し

ている調査対象者の中には利用自体に賛成はするものの、現状の機器では利用は難しいのでは

ないかと考える対象が他の群と比較して多く見られると考えることができる。

３―４．調査対象者の属性によるインタフェース改善の観点の検討（自由記述）

さらに、〈調査７〉として「幼児期の子どもにも利用可能なポータブル・ナヴィゲーション

システムを開発するために、どのような改善が必要だと思いますか？」という質問を用意し、

自由記述形式で回答してもらっている。この結果を３―３．同様に属性を分類した結果が表７

である。

表７ 利用条件ごとに見るインタフェース改善の観点についての回答分類（％）

森田：幼児・児童のポータブル・ナヴィゲーションシステム利用による経路移動の可能性についての検討�
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上記の結果より、利用条件にかかわらず操作部に関する回答が多いことがわかる。具体的な

回答例では、「ボタンが大きく、つかいやすいこと」、「一度の操作で使えること」、「ボタンの

数が少ないこと」などが挙げられている。このように、現在の端末が多機能化していることを

受けて、子どもにとっては操作が簡易であることが強く望まれていることがわかる。また、コ

ンテンツに注目すると、文字や絵・シンボルについての回答が多く見られる。ただし、日頃か

ら地図やナヴィゲーションシステム利用しない者は文字よりも絵・シンボル情報について回答

しているのに対し、何らかの利用をしている者は文字情報についての回答の方が多いことがわ

かる。これについては、実際に利用している場合、現状の情報における絵やシンボルで表現で

きるものの限界を受け止めており、文字情報に頼る必要があると考えていると思われる。なお、

日頃、地図を利用している者からみると、ポータブル・ナヴィゲーションシステムの特性とし

て音声情報（音声によるガイド、音声による入力）が利用できる点についても注目している。

さらに、実際の利用者については、ハード全体についての回答も多く見られ、具体例としては、

「落としても壊れないもの」、「小型で子どもの手の大きさにあったもの」などが挙げられてい

る。一方、子ども向けキャラクターによる機器親和性への配慮についての回答はごく少数であ

った。日常の利用に応じ、注目している点が異なる部分もあるが、いずれの回答についても子

どもにとってのユーザビリティを考える上で有用な指摘であると思われる。

４．まとめと今後の課題

以上、本研究では、子どもの自衛的な防犯・安全確保手段として、子ども向けのポータブル・

ナヴィゲーションシステムを利用することについて検討することを目的に、関連する様々な問

題について先行研究をもとに振り返ると共に、将来の教育職を目指す学生を対象とした意識調

査を通じて、これからの防犯・安全教育に導入できる可能性について検討した。

まず、子どもがユーザとなる防犯・安全対策機器自体がこれまでになかったために、子ども

のユーザビリティについてほとんど検討されてこなかった経緯をふまえ、今後、子どもの認知

発達を参照しながら利用可能性を検討する必要があることが指摘された。次に、意識調査の結

果から、子どもの利用の賛否については年齢が高くなるほど有意に賛成率が高まっていること、

また、実際に携帯ナヴィゲーションなどを利用している者の方が、他の者より利用賛成率が高

いことが明らかになった。さらに、利用可能性については、現状では幼稚園５歳児には難しい

ものの、小学２年生になれば十分利用できると考える者が多いことがわかった。そして、低年

齢児にも利用可能性を広げる上で、特に、ボタンなどの操作部の容易性を高める必要があるこ

と、コンテンツについては文字や絵・イラストはもちろんのこと、音声機能を有効に利用すべ

きであることが指摘されていた。

今後の検討課題として、子どものユーザビリティについて具体的に検討するために、これま
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での空間認知の発達研究の成果をふまえつつ、ポータブル・ナヴィゲーションシステムによる

位置情報や行動情報を理解するための工夫を実証的に比較検討することが挙げられる。その具

体的な方法として、ルートマップ型情報からサーヴェイマップ型情報へスイッチするのでなく、

変化過程を表示させることで認知的混乱を防ぐことや、鳥瞰角度を変化させながら理解できる

臨界点を探ることが挙げられる。また、グラフィックシンボルについても、子どもの既有知識

を考慮しながら理解できる内容を選定したり、動画表現を組み合わせながら実際に行動に反映

させやすいよう配慮したりするなど、様々な工夫を検討することが可能であると思われる。

付記：本研究は文部科学省科学研究費補助金（若手研究�―１９７００６５２「幼児・児童の認知特性

に適したナヴィゲーションシステムの情報提示スタイルの開発」）の研究成果の一部である。調

査にご協力いただいた方ならびにご支援いただいた先生方に心より御礼申し上げます。
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